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                           報告書整理番号第１１号 

 

産業労働常任委員会県外調査報告書 

 

 

令和元年８月２６日（月）から２８日（水）まで、「産業に関する事項」につい

て調査を実施したところ、その概要は次のとおりでした。 

 

 

  

 

 

  神奈川県議会議長    梅 沢 裕 之 殿 

 

 

       産業労働常任委員会   委 員 長   中 村 武 人 
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１ 調査の概要 

(1) 調査箇所 福岡市役所、北九州市エコタウンセンター、 

ダイダン株式会社九州支社、株式会社テムザック 

(2) 出席委員 田中(徳)副委員長 

加藤(ご)、川本、綱嶋、長田、竹内、小野寺、くさか、菅原(直)

の各委員 

(3) 調 査 日 令和元年８月26日(月) から 28日(水) まで 

 

２ 福岡市役所 

(1) 調査目的 

福岡市は、水素社会の実現に向けて、水素エネルギー関連産業の振興を目的

とした、水素リーダー都市プロジェクトを推進している。このプロジェクトに

より、下水をきれいにするときに発生するバイオガスから水素をつくる、世界

初の水素ステーションを平成27年３月に開設し、同年11月から一般の燃料電池

自動車（ＦＣＶ）への供給を開始するなど、燃料電池自動車の普及促進を行い、

水素関連分野の産業振興を推進している。 

本県においても、水素エネルギーの導入拡大に向けた取り組みとして、太陽

光発電を活用した再エネ水素ステーションを平成29年度末に設置するとともに、

事業者が水素ステーションを整備する経費に対してことしの５月に補助金を交

付決定するなど、水素エネルギーの普及に向けた取り組みを行っていることか

ら、同市の取り組みを調査することにより、今後の委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明項目 

 ア 水素に取り組む理由 

   福岡市が水素に期待していることとして、クリーンエネルギーによるＣＯ２

の削減、水素社会を推進することによる新しい産業の創出、ＦＣＶ（燃料電

池自動車）といった災害時に電源にもなる移動電源車の活用による災害に強

いまちづくりの３点を掲げている。世界トップクラスの水素研究拠点である

九州大学を中心に研究センターを開設し、また、平成16年度より環境にやさ

しい水素エネルギー利用社会の実現に向け、国内初となる福岡水素エネルギ

ー戦略会議を設立するなど、産学官連携を推進している。 

 イ 世界初の下水で車を走らせる取り組み 

   水素を都市型の再生可能エネルギーとして、下水処理時に発生する下水バ

イオガスを有効活用し、水素を製造している。世界初の取り組みとして、平

成27年３月31日より製造した水素を使った水素ステーションを始動している。 

   今後の展望として、下水処理場を中心とした、地産地消の水素供給ネット

ワークの構築が考えられている。 
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 ウ 新たなプロジェクトへのチャレンジ 

   水素をエネルギーとした燃料電池トラックの開発、燃料電池二輪車など、

水素を活用した新たなプロジェクトを実施している。 

(3) 主な質疑応答 

質 疑   下水を利用した水素の価格について、現在の水素の販売価格は、

1,100円から1,500円の間であると思われるが、製油プラントや製

鉄所の副産物として安価な水素が発生している中で、下水から生

成する水素の製造コストは、販売価格1,100円とした場合、事業と

してペイできるものなのか。 

応 答   市と民間事業者が実証実験という形で生成しており、持ち出し

が多く、1,100円ではまったくペイできていない。人件費など間接

経費の削減でコストを減らしていく取り組みは行っている。 

質 疑   市内に４カ所水素ステーションがあるとのことだが、ＦＣＶや

水素ステーションの普及について、今後の数値目標は設定してい

るのか。また、ＦＣＶはまだ高いので、ＦＣＶへの補助金は交付

しているのか。 

応 答   国は、数値目標を掲げているが、市としては特に数値目標は、

設定していない。ＦＣＶの補助金は、国の200万円のみである。水

素ステーションについては、県が補助している。 

市としては、事業に対する補助について、先ほど説明した産学

官連携による福岡水素エネルギー戦略会議で検討している。 

質 疑   下水バイオガスから水素を生成しているとのことだが、バイオ

ガスの発電プラントはもともとあったのか。また、ＦＣＶの普及

のため、どのようなことを実施しているか。 

応 答   バイオガスの発電プラントはもともとあり、九州大学と三菱化

工機の協力で、水素の生成に取り組むこととした。ＦＣＶの普及

は、公用車をＦＣＶにするなど、いろいろなイベントでＰＲして

いる。 
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(4) 調査結果 

福岡市は、水素社会の実現に向けて、水素エネルギー関連産業の振興を目的

とした、水素リーダー都市プロジェクトを推進している。 

また、ＣＯ２の排出が少ない、バイオガス由来のグリーン水素を生成し、推進

している。 

以上のように、福岡市における水素リーダー都市プロジェクトの取り組みを

調査したことにより、本県の今後の施策を審査する上で参考に資することがで

きた。 
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３ 北九州市エコタウンセンター 

(1) 調査目的 

北九州市エコタウンセンターは、北九州市が国の承認を受け進めている北九

州エコタウン事業や北九州次世代エネルギーパークを総合的に支援するための

中核施設であり、日本初の処分場に関する環境学習施設として、事業の紹介や

展示、エコタウン内の研究施設、風力発電、太陽光発電等の見学案内を行って

いる。1997年に国からエコタウン事業として第１号の承認を受けており、環境

首都を標榜する北九州市の代表的な施設の一つとして、日本全国から見学者、

視察者が訪れている。 

その中でも、次世代エネルギーパークは多種多様なエネルギー施設が集積し

ており、暮らしを支えるエネルギー供給基地や、太陽光、風力、バイオマス発

電といった再生可能エネルギー施設として、2007年に経済産業省から全国で第

１号認定を受けている。 

本県においても、太陽光発電などの再生可能エネルギー等の導入加速化や、

蓄電池、水素エネルギーといった安定した分散型電源の導入拡大など、新たな

エネルギー政策の推進を図っており、同施設の取り組みを調査することにより、

今後の委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明項目 

一般社団法人北九州エコタウンネットワークが指定管理者として運営、管理

している。公害のまちであった北九州市が、安心して市民生活や産業活動がで

きる環境のまちへ変化するに当たり、地域の成長を支えるとともに、環境・エ

ネルギー問題を解決する拠点を目指している。 

また、全国64カ所あるエコタウンの中で、2007年に再生可能エネルギー施設

として、第１号認定を受けている。 

   この地域は100年前から埋め立てを行っており、太陽光発電、陸上、洋上の風

力発電の自然エネルギー、バイオマスエネルギーといった、次世代を担うエネ

ルギーを中心に電力を生み出している。 

   洋上風力には、着床式及び浮体式の２種類がある。着床式は、水深が50メー

トルよりも浅いところで基礎を打って固定しているが、浮体式は、水深が50メ

ートルより深いところで設置となる。 

   北九州市では、2024年に再生可能エネルギーの電源割合を38％にすることを

目標としている。 

(3) 主な質疑応答 

質 疑   100年前から埋め立てが行われているということだが、エコタウ

ンのある土地も以前から産業が集積していたのか。 

応 答   新日鉄の進出を見込んでいたが、鉄冷えの時代が来たことによ
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り、話が全部白紙に戻ってしまった。当時の市長が、土地が余っ

ていることから、新しい事業を呼び込もうということで始まった

のが、エコタウン事業である。最初はリサイクル工場からスター

トした。 

質 疑   太陽光のメガソーラーの建設費は、売電収入で賄えるのか。 

応 答   売電収入は、大体毎年8,000万円である。ＦＩＴ価格が42円の時

に建設したので、20年間はこの程度の収入が確保できる。建設費

は５億２千万円かかった。財源は、市民の寄附と公債で賄ったが、

公債費を抜きにしても3,000万円の余剰金が生じる。 

質 疑   洋上風力の建設に当たって、ＮＥＤＯなどから補助金はもらっ

ているのか。 

応 答   10基の風車が補助金をもらっており、建設費の30億円のうち、

７億円の補助を受けている。 

 

（※ 上記以外の質疑は、施設見学中に随時行われた。) 

  

 

(4) 調査結果 

  北九州市エコタウンセンターは、多種多様なエネルギー関連施設が集積し、

次世代を担う自然エネルギーを中心に、低炭素社会の実現に向けた取り組みを

推進している。 

以上のように、北九州市エコタウンセンターにおける北九州エコタウン事業

等の取り組みを調査したことにより、本県の今後の施策を審査する上で参考に

資することができた。 
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４ ダイダン株式会社九州支社 

(1) 調査目的 

ダイダン株式会社九州支社は、人と地球との共存を図りながら、オフィスで

働く人が健全で活力ある知的生産活動を行うためのさまざまな技術を集約した

建物として、九州支社・スマートエネルギーラボ(愛称：ｅｎｅｆｉｃｅ九州)

を建築設備の観点から実現している。ｅｎｅｆｉｃｅ九州は、新築建物におけ

る最先端のスマートエネルギー技術の実証施設として建設され、実際に九州支

社としての事務所機能を有し、人と地球が共存できるオフィスとして2016年４

月に完成しており、建築設備からのＺＥＢ（Ｎｅｔ Ｚｅｒｏ Ｅｎｅｒｇｙ Ｂ

ｕｉｌｄｉｎｇ、省エネと創エネにより、年間の一次エネルギー消費量を正味

でゼロにする建築物）の発信を目指している。 

本県においても、多様な技術を活用した省エネ、節電の取り組み促進を図る

ため、ＺＥＢの実現に資する設備等を導入する取り組みを支援することによっ

て、その普及を促進しており、同社の取り組みを調査することにより、今後の

委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明項目 

経済産業省のエネルギー基本計画において、ＺＥＢを実現するという目標が

設定されていることから、ＺＥＢに対応するため、総合設備工事業者として培

った技術力を生かして、省エネルギーに関する技術開発を進めてきた。技術研

究所、研究棟と検証、評価を進め、2016年にスマートエネルギーラボとして九

州支社の建物を建てかえ、人と地球が共存できるオフィスとしてｅｎｅｆｉｃ

ｅ九州として建設された。太陽光発電や地中熱採熱技術といった再生可能エネ

ルギーの有効活用により、設備機器一体型ユニット・シーリングフリーや、タ

スク・アンビエント空調、イス型タスク空調・クリマチェアといった機器で光

と空気と水をデザイン、コントロールすることで、通常のオフィスの半分以下

のエネルギーで快適な室内空間を構築している。 

また、さらなるＺＥＢ化技術の深化を図り、完全ＺＥＢを実現したｅｎｅｆ

ｉｃｅ四国をことし竣工している。 

(3) 主な質疑応答 

質 疑   ＺＥＢ理念を共感する事業者もいると思うが、元が取れないと

普及につながっていかないと思われる。この建物は、モデル的な

位置づけで通常より豪華な設備にされて、イニシャルコストがプ

ラスアルファかかったと思われるが、どのくらいの期間でペイで

きるのか。 

応 答   この建物はいろいろな設備のお手本となっており、イニシャル

コストは、回収できるかと言われると回収できない。四国の社屋
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は、一般のマルチエアコンを使うことにより、かなりコストを下

げているため、10年から15年で回収できる。太陽光発電設備を設

置しなければイニシャルコストを回収できるが、太陽光発電設備

を設置すると回収できない。 

質 疑   日本全国に支店等あると思われるが、そういった施設は四国や

福岡県と西側に偏っているイメージがある。日照時間や平均気温、

地熱など地域による有利性の違いはあるのか。 

応 答   地域によって事情は異なる。現在は、北海道支店のＺＥＢ化を

計画中であり、来年の春ごろに工事を始め、再来年の春ごろには

完成する。北海道のように、雪が多いなど地域ごとに特性がある

ので、それに合わせて寒冷地のＺＥＢ化などを試みていきたい。 

また、ＺＥＢは、補助金を使えるようであって、太陽光をあま

り積まなければ、元は取れると思われる。そういった要望があれ

ば、設計のときから行わせていただいている。 

質 疑   どんなに大きなビルでも、どんなに高いビルであってもできる

のか。 

応 答   大きなビルは太陽光発電設備を設置するスペースが限られてく

る。ビルの壁面に太陽光発電設備をつけるという方法でも、太陽

光の角度がきつくなることと、全面につけた場合は窓と重なって

しまうため、難しい面はある。こういったことから、大きな建物

の場合、完全にエネルギー収支をプラスマイナスゼロにすること

は難しい。ただし、半分にするのであればできると思われる。 

 

 (※ 上記以外の質疑は、施設見学中に随時行われた。) 
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(4) 調査結果 

  ダイダン株式会社九州支社は、総合設備工事業者として培った技術力を生か

してＺＥＢの推進を図っている。また、ＺＥＢの技術をさらに深化させ、完全

ＺＥＢ化となる取り組みを推進している。 

以上のように、ダイダン株式会社九州支社におけるＺＥＢの実現の取り組み

を調査したことにより、本県の今後の施策を審査する上で参考に資することが

できた。 
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５ 株式会社テムザック 

(1) 調査目的 

株式会社テムザックは、世界でも数少ないサービスロボットの開発、製造及

び販売を専業に行っているロボットメーカーで、人とロボットの安全で快適な

共存社会の創出を設立趣旨に掲げ、人に役立つロボットをつくることを理念と

して商品開発やロボットの人間社会への浸透に取り組んでいる。医療現場、災

害現場及び日常生活など、全ての暮らしと産業へ、人の力になるためにロボッ

ト技術を使うからこそできるソリューション（業務上の問題点や課題を解決す

るための手段）を提案しており、そうして生まれた機械をＸ－ＲＯＩＤと呼び、

開発している。 

本県においても、ロボット関連産業の創出・育成を目指すため、さがみロボ

ット産業特区の取り組みにより、生活支援ロボットの普及・定着化促進を行っ

ている。また、生活支援ロボットの開発・実証実験、ロボット実用化促進事業

など、ロボットの実用化について支援を行っていることから、同社の取り組み

を調査することにより、今後の委員会審査の参考に資する。 

(2) 主な説明項目 

  会社の理念としては、つくろう、人とＸ－ＲＯＩＤの共存社会を。医療現場

へ。災害地へ。すべての暮らしと産業へ。ということで、京都府に研究所、イ

ギリスのブリストルや台湾の台北にも海外拠点を持って活動している。横浜市

にも関東本部があり、また、ほかの会社と共同出資をし、見守り系のロボット

の開発も始めたばかりである。 

  新しく、世の中に役立つロボット、Ｘ－ＲＯＩＤを開発している。主に四つ

の分野、医療系のロボット、家庭及びオフィス用のロボット、交通モビリティ

系のＴＲＡＮＳ－ＲＯＩＤ、災害レスキューといった重労働系のＰＯＷＥＲ－

ＲＯＩＤといったロボット開発を行っている。ロボット単体でも役立つが、通

信やＡＩにより、遠隔操作ができるようになり、また、ＡＩを活用して、ロボ

ット同士が連絡しながら、みずから判断して作業を行うこともできるようにな

った。作業用ロボットはこういった部分は苦手であり、どうしたら動きながら

でも連絡がとれるようになるのかというところに着目して開発している。 

介護用のモビリティとして開発したＲＯＤＥＭは、その活用範囲が広がり、

今はシティモビリティとして、タブレット端末をつけて外国人への観光案内が

できるようになっている。 

(3) 主な質疑応答 

質 疑   ロボット同士が連絡しながら、みずから判断して作業している

ことが驚きであった。一方で、怖いという思いもある。作業用ロ

ボットが普及するに当たって、イベント等で、一般国民が受け入
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れやすくする工夫は何かしているか。また、行政として、やるべ

きことについて何か意見はあるか。 

応 答   10年前にロボットをつくった時は、ロボットなんてということ

で変人扱いであったが、現在ではロボットが何とか使えるレベル

になり、多くの一流企業がこぞって当社に相談に来ている。その

理由としては、ラボを持っていても、一流企業は企業リスクのた

め実用化しないということがある。 

一方で、ベンチャー企業は、リスクテイクできるので、商品化

できる。我々も必ず失敗して、勉強させていただいて、販売した

ところであり、また、販売したことよってラボではわからない実

用面での意見や課題といったノウハウが蓄積するところが、受け

入れられていると思っている。 

現在、スーパーゼネコン５社のうち４社が相談に来ていて、あ

りがたいことだが、その背景としては、失敗して得られたノウハ

ウが受け入れられやすいロボットを、テムザックが実現できる会

社だろうと判断していただいている。 

福岡県、神奈川県など、いろいろと行政にかかわっている。補

助金を使って実証実験を行いながらつくりこんでいるが、ロボッ

ト産業は研究開発段階ではなく、実用化の時代に突入している。

日本では、行政がロボットを購入することが、必要であると考え

るが、この点が立ちおくれている。国や自治体が代表して、ベン

チャーがつくったロボットを買って使うことにより、意見や実証

データがとれ、データが吸い上げられ、実用化が進展する。福岡

県にも購入できないか、何度も話しているが、一企業の商品を買

えないなどという理由で購入にいたっていない。こういった面で

世界に比べて日本は産業ロボットの部分でおくれており、例えば

アメリカでは、軍用ロボットの国への納入が進んでいる。15年前

には、日本がトップであったが、アメリカが軍用ロボットで追い

抜き、中国が猛烈な勢いで追い上げている。韓国も大統領府で購

入している。実際に買ってもらい、どこかで使ってもらうことが

重要であり、使うことにより日本がトップリーダーでいることが

産業として必要であるため、行政にお願いしたいと思っている。 

質 疑   何年か前に、障害者雇用の現場として、工場を視察した。ほと

んど障害者で稼働している工場であったが、車椅子から移動でき

るロボットが、施設ぐるみで使えるようになっていた。どこの事

業者が開発したかわかるか。 
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応 答   そういったところはある程度の規模のラボを持っていることか

ら、独自でつくっていたのではないかと思われる。世の中に出す

のではなく、生産効率向上のために、自社用につくっているのだ

と思う。 

質 疑   ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ株式会社のロボットは、実際に配備されて

いるが、普及はしていないようだ。どのように考えられるか。 

応 答   実際にロボットを導入するに当たり、保守管理をどうするか、

オペレーターの確保をどうするかなどが課題が浮き彫りになって

いくので、普及していくことが大事だと考える。 

質 疑   移乗支援ロボットやパワーロボットなどが普及していない理由

について、どう考えるか。 

応 答   そういったものについて、つくり手側のエゴが出ている。３年

から５年かけて開発するが、我々は徹底して働き手の意見を聞き

続けて開発している。14台納入している災害用ロボットについて

は、ボタン一つの大きさから意見を聞いた。ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ

株式会社のロボットに関しては、ややラボでの実証から実用化と

進んだため、介護現場の状況を反映していない。テムザックは、

19年の中で現場のことがよくわかってきた。たくさん失敗して、

このようなものは使い物にならないとお叱りを受けたこともある

が、そこがノウハウであり、企画力になっている。 

質 疑   移乗支援ロボットを先ほど拝見させていただいたが、現状のも

のが、移るのに一番いいのか。 

応 答   もっとほかにいい方法があるはずなので、これからもっと改良

していきたいと考えている。昨年度の神奈川県のロボタウンの中

でも、実証実験でデータがとれた。今年度も実施するということ

なので、だめ出しをしてもらいたい。 

質 疑   センサー技術の開発が重要であると考えるが、筋電義手のセン

サーは、ヨーロッパで５万円で買えると聞いたことがある。筋電

センサーでロボットをつくってはどうか。 

応 答   筋電よりもっと簡単にできるのが、マスタースレーブ方式であ

り、手の動きに合わせて動くものをつくって採用したことがある。

これを現場の方に使っていただいたときに、腕を動かすと５分か

ら10分で疲れてしまっていた。大学の研究では、マスタースレー

ブ方式を使うが、実際使えば５分から10分で疲れてしまうため、

現場では実用的でないことから、ジョイスティック方式に変えた。

１分や２分程度であれば有効的だが、災害現場や建築現場だと１
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時間は使えないと意味がない。 

 (※ 上記以外の質疑は、施設見学中に随時行われた。) 

  

(4) 調査結果 

  株式会社テムザックは、人に役立つロボットをつくるに当たり、数多くの失

敗を重ね、そのノウハウを蓄積しながら、より人に役立つロボットの開発を行

うなどの取り組みを行っている。 

以上のように、株式会社テムザックにおけるサービスロボットの開発を行う

取り組みを調査したことにより、本県の今後の施策を審査する上で参考に資す

ることができた。 
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